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平成 25 年 10 月 9 日 

横浜市幹線道路網建設促進協議会 



                      平成 25 年 10 月 9 日 

 

 

              横浜市幹線道路網建設促進協議会 

               会 長  藤 木 幸 夫 

 

 

横浜環状道路の整備促進等に関する要望 

 

 平素から、横浜市の市民生活や産業経済の発展のために欠かすことので

きない道路網の整備促進にご尽力をいただき深く感謝申し上げます。 

 さて、近年、中国、韓国をはじめ、東アジア諸国の経済成長は著しく、

北京、上海、ソウルなどの主要都市では、将来の東アジアの経済の中心地

を目指し、港湾、空港、道路網等の都市基盤が急ピッチで整備されていま

す。 

 一方、我が国の都市基盤はいまだ決して十分でなく、特に首都圏の環状

道路の整備率は、世界の大都市圏と比較して極めて低い水準であり、慢性

的な交通渋滞によって多額の経済損失や環境負荷の増大を引き起こして

います。我が国の国土を強靭化し、国際競争力を高め、経済を活性化させ

るためには、、、、我が国の代表的な国際港都である横浜において、港の物流

の効率化をはじめ、企業立地や観光客の増加等、さまざまな効果をもたら

す幹線道路網を充実させることが必要です。 

 横浜港で取り扱われているコンテナ貨物の約９割は道路輸送に頼って

いるのが現状ですが、横浜都心や横浜港と東名高速道路をつなぐ自動車専

用道路は、慢性的な渋滞が生じている保土ケ谷バイパスのみとなっており、

物資の輸送とともに市民生活にも大きな影響を及ぼしています。 

 国際コンテナ戦略港湾である横浜港の競争力を強化するためには、保土

ケ谷バイパスに集中する交通の迂回機能を持ち、首都圏や全国の各地から

効率的に「人」や「もの」を運ぶ横浜環状道路を早期に整備し、国内集荷

力の強化を図ることが喫緊の課題です。 

 また、高速道路は、大規模災害時には緊急物資の輸送や復旧活動に大き
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く貢献するものであり、都市の機能を速やかに回復させるための緊急輸送

路として、必要不可欠なものです。今後 30 年以内に、東海地震が発生す

る確率は 88％、首都直下地震の発生確率は 70％程度とも言われており、

いつ起きるとも知れない状況にあります。横浜においては、特に、保土ケ

谷バイパスに代わるルートとして、横浜環状道路を早期に開通させること

により、災害時のリダンダンシーを確保して、都市の強靭化を図ることが

急務となっています。 

 さらに、物流の効率化、交通渋滞解消等による経済の活性化を図るため

には、高速道路整備に加えて、一般国道である国道 357 号の整備促進が

必要です。 

 先月 8 日には、平成 32 年の東京オリンピック・パラリンピックの開催

が決定し、首都圏の道路整備を早期に進める必要性はさらに高まってきま

した。そこで、横浜においても、横浜環状道路等の整備に必要な予算を確

保するとともに、早期完成に向けて、整備を促進していただくよう、次の

事項について要望します。 

 

１ 横浜環状北線及び関連街路を平成２８年度に完成させるために必要

な予算を確保し、整備を促進すること 

 

２ 横浜環状北西線は、北線と一体となることによって横浜の臨海部と東

名高速道路を連絡し、保土ケ谷バイパスに代わるルートとしての機能を

有する路線であるため、北線の開通に大きく遅れることのないよう、平

成３０年に完成させるために必要な予算を確保するとともに、関連街路

の整備に必要な予算を確保すること 

 

３ 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の一部であるさがみ縦貫道路は 

平成２６年度に全線開通予定となっており、同じく圏央道の一部である

横浜環状南線、横浜湘南道路についても、早期の完成に向けて更なる整

備促進を図るとともに、関連街路の整備に必要な予算を確保すること 

 

４ 国道３５７号の本牧地区について、平成２５年度完成予定の根岸地区

に極力遅れが生じないよう、平成２７年中の完成に向けて更なる整備促

進を図ること 
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栄 IC･JCT 
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海老名 IC 

海老名 JCT 

圏圏圏圏    央央央央    道道道道    

横浜町田 IC 港北 JCT 
生麦 JCT 

横浜青葉 IC・JCT 

横浜環状南線横浜環状南線横浜環状南線横浜環状南線    横浜湘南道路横浜湘南道路横浜湘南道路横浜湘南道路    

横浜環状北西線横浜環状北西線横浜環状北西線横浜環状北西線    

高 速 道 路 網 図 

（横浜環状道路（横浜環状道路（横浜環状道路（横浜環状道路    
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事業中

計画中
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凡　　例

国道国道国道国道 357357357357 号号号号    

さがみ縦貫道路さがみ縦貫道路さがみ縦貫道路さがみ縦貫道路

横浜市・首都高速道路㈱ 

首都高速道路㈱ 

国土交通省 

国土交通省 

東日本高速道路㈱ 

国土交通省 

東日本高速道路㈱ 
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